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令和８年度６月補正予算案の概要 
 

１ 予算編成方針 

令和８年度当初予算編成後の状況変化等を踏まえ、中東情勢・物価高などへの対応

や、「県政運営の基本方針2026」に掲げる重要施策の推進など、必要性が認められる

取組について、時機を逃さず実施する。 

 

２ 予算規模 

（１） 中東情勢・物価高などへの対応 5,１３１百万円 

（２） 「県政運営の基本方針2026」に掲げる重要施策の推進  3,553百万円 
[再掲を含み基金積立を除く実質対策事業費] 

（３） その他  28百万円 
[基金積立を除く実質対策事業費] 

 

３ 主な事業の内容 
 

（１） 中東情勢・物価高などへの対応 事業費  5,１３１百万円 

 

ア 価格高騰等による影響の緩和 2,211百万円 

［６月２日新設］ 

○ 中小企業等への金融支援  

 

－ 

中東情勢による売上減少などの影響に対応するため、中小企業等に対

する県費預託融資制度の要件を新設 

（取扱期間：令和８年６月２日～令和９年３月31日） 

 

○ ＬＰガス料金高騰に対する支援 414百万円 

家庭業務用ＬＰガスを使用している県内の一般家庭及び中小企業等に

対して、ＬＰガス販売事業者を通じ、料金高騰の影響額の一部を支援 

 

○ 特別高圧電気料金高騰に対する中小企業等への支援 486百万円 

特別高圧契約により受電した電気を使用する中小企業等に対して、電気

料金高騰の影響額の一部を支援 
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○ 交通事業者への燃油費高騰支援 232百万円 

燃油費高騰の影響を緩和するため、交通事業者に対して、燃油費高騰

額の一部を支援 

 

○ 医療機関等への支援 935百万円 

物価高騰による影響を緩和するため、医療機関等に対して、物価高騰の

影響額の一部を支援 

  

○ 医療機関等の施設整備に対する給付金の追加交付 100百万円 

医療機関の施設整備に対する給付金について、国庫補助金の基準額と

実勢価格の差額を追加交付 

 

○ 県産材を利用する住宅建築事業者への支援 44百万円 

県産材の利用の維持を図るため、県産材を利用する住宅建築事業者に

対して、製材品価格上昇分の一部を支援 

 

イ 将来を見据えた構造的な課題に取り組む事業者等への支援 2,919百万円 

○ 中小企業等における省エネルギー対策の推進 1,568百万円 

エネルギー価格高騰の負担軽減と2050年ネット・ゼロカーボン社会の実現

に向けて、中小企業等の省エネ設備等の導入経費を支援 

 

○ 中小企業等への賃上げ環境整備に対する支援 68百万円 

物価高騰の影響を受けている中小企業等に対して、持続的に賃上げを実

施できる環境整備のための設備投資等の取組を支援 

 

○ 社会福祉施設等への支援 620百万円 

物価高騰による影響を緩和するため、障害福祉従事者の賃上げや、介

護・障害福祉事業所等の設備・備品の購入費用等を支援 

  

○ 農業経営体の規模拡大等に向けた支援 664百万円 

農業経営の規模拡大等を図るため、経営発展意欲のある担い手などに対

して園芸用施設・設備導入等を支援 
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（２） 「県政運営の基本方針2026」に掲げる重要施 

策の推進 
事業費  3,553百万円 

[再掲を含み基金積立を除く実質対策事業費] 

 

ア 人を惹きつける地域づくり 190百万円 

教育の充実  

○ 高校教育改革に係る先導拠点の整備 ［債務］［205百万円］ 

・ 本県の高校教育改革の先導拠点となる高校を整備 

・ 高校教育改革に係る先導拠点の整備を進めるため、国からの補助金を教

育振興基金に積立 

190百万円 

6,200百万円 

［基金積立］ 

イ 県民の安全・安心な暮らしの基盤づくり 3,363百万円 

（ア） 持続可能な農林水産業の確立  

○ 県産材を利用する住宅建築事業者への支援（再掲） 44百万円 

県産材の利用の維持を図るため、県産材を利用する住宅建築事業者に

対して、製材品価格上昇分の一部を支援 

 

○ 農業経営体の規模拡大等に向けた支援（再掲） 664百万円 

農業経営の規模拡大等を図るため、経営発展意欲のある担い手などに対

して園芸用施設・設備導入等を支援 

 

（イ） 医療・介護や福祉の充実  

○ 医療機関等への支援（再掲） 935百万円 

物価高騰による影響を緩和するため、医療機関等に対して、物価高騰の

影響額の一部を支援 

  

○ 医療機関等の施設整備に対する給付金の追加交付（再掲） 100百万円 

医療機関の施設整備に対する給付金について、国庫補助金の基準額と

実勢価格の差額を追加交付 

 

○ 社会福祉施設等への支援（再掲） 620百万円 

物価高騰による影響を緩和するため、障害福祉従事者の賃上げや、介

護・障害福祉事業所等の設備・備品の購入費用等を支援 
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○ 医療提供体制の確保に向けた支援 764百万円 

安全・安心で質が高く、効率的な医療提供体制を確保するため、医療機

関に対し、ＩＣＴ機器等の導入の支援を行うとともに、産科施設や小児医療拠

点施設に対し、運営費の一部を支援  

 

○ 災害時等の歯科保健医療提供体制の確保に向けた支援 61百万円 

災害時の歯科保健医療提供体制を確保するため、避難所における歯科

医療等に必要な器具・器材等を整備するとともに、支援活動を行う歯科医

師、歯科衛生士等の人材養成を実施 

 

○ 救急搬送等の迅速化及び効率化 174百万円 

救急搬送及び医療機関における受入れの更なる迅速化及び効率化を図

るため、救急搬送支援システムの機能を拡充 

 

 
 

（３） その他 事業費  28百万円 
[基金積立を除く実質対策事業費] 

 

○ かき養殖業経営体の経営安定化に向けた支援 ［債務］［215百万円］ 

・ かきのへい死による減収等により、厳しい経営状況にあるかき養殖業経営

体の運転資金を支援するため、無利子融資枠を追加 

・ かき養殖業経営体の経営安定化に向けた支援を行うため、かき養殖経営

安定緊急対策資金利子補給基金へ積立 

17百万円 

《融資枠：20億円》 

215百万円 

［基金積立］ 

○ 教育相談体制の強化 11百万円 

自ら援助を求めることが難しい児童生徒への支援体制を確保するため、

面接相談、心理教育及び自殺予防教育研修の機会を充実 
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４ 補正予算の内容 

（１） 会計別の状況 

 

 

（２） 債務負担行為   計3,123百万円  

【一般会計】  

○ 県立施設の指定管理者の選定に係る債務負担行為 2,702百万円 

・広島県縮景園及び広島県立美術館 

・広島県立産業技術交流センター 

・広島県緑化センター及び広島県立広島緑化植物公園 

○ かき養殖経営安定緊急対策資金の融資に対する利子補給 215百万円 

○ 高校教育改革に係る先導拠点の整備 205百万円 

  

（単位：百万円、％）

対現計予算比 対前年同期比

Ａ Ｂ Ｃ（A＋Ｂ） Ｃ/Ａ

1,151,390 12,765 1,164,155 101.1 106.6 2,472

803,404 12,765 816,169 101.6 107.8 2,472

246,952 0 246,952 100.0 106.2 0

101,034 0 101,034 100.0 98.3 0

547,656 0 547,656 100.0 92.8 0

18,690 0 18,690 100.0 118.6 0

1,717,735 12,765 1,730,500 100.7 101.9 2,472

（参考）
令和７年度
６月補正額

一 般 会 計

一 般 事 業

区 分
現計予算額 ６月補正額 累計額

公 共 事 業

特 別 会 計

職 員 給 与

合 計

企 業 会 計
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５ 一般会計の状況（款別内訳） 

 

（単位：百万円、％）

区　　　　　　分 現計予算額 ６月補正額 累　計　額 構成比

県 税 349,242 0 349,242 30.0

利 子 割 清 算 金 2,274 0 2,274 0.2

地 方 消 費 税 清 算 金 167,128 0 167,128 14.3

地 方 譲 与 税 66,014 0 66,014 5.7

地 方 特 例 交 付 金 11,840 0 11,840 1.0

地 方 交 付 税 203,621 0 203,621 17.5

歳 交通安全対策特別交付金 400 0 400 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 6,668 0 6,668 0.6

使 用 料 及 び 手 数 料 9,327 0 9,327 0.8

国 庫 支 出 金 115,322 12,224 127,546 11.0

財 産 収 入 1,983 0 1,983 0.2

寄 附 金 92 0 92 0.0

入 繰 入 金 64,365 499 64,864 5.6

繰 越 金 0 0 0 0.0

諸 収 入 78,194 18 78,212 6.7

県 債 74,919 24 74,944 6.4

合　　　　計 1,151,390 12,765 1,164,155 100.0

議 会 費 2,171 0 2,171 0.2

総 務 費 67,635 232 67,867 5.8

民 生 費 151,360 620 151,980 13.1

衛 生 費 96,416 3,604 100,019 8.6

歳 労 働 費 3,648 68 3,716 0.3

農 林 水 産 業 費 32,885 940 33,825 2.9

商 工 費 81,667 900 82,567 7.2

土 木 費 99,382 0 99,382 8.5

警 察 費 71,224 0 71,224 6.1

教 育 費 221,002 6,402 227,404 19.5

出 災 害 復 旧 費 5,720 0 5,720 0.5

公 債 費 150,481 0 150,481 12.9

諸 支 出 金 167,398 0 167,398 14.4

予 備 費 400 0 400 0.0

合　　　　計 1,151,390 12,765 1,164,155 100.0


